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諮 問 書 

 

平成 28 年（2016 年）4 月 20 日   

札幌市営企業調査審議会 

 会長 松井 佳彦 様 

札幌市長 秋元 克広   

 

路面電車事業の経営基盤の安定化に向けた適正な利用者負担について（諮問） 

 

 本市交通事業は、人口増加と市街地の拡大などによる輸送需要の増加に対応す

るため、都市交通網の拡充が図られるなか、公共交通の中心的な役割を果たし、

まちづくりを支えてきました。 

 しかし、少子高齢化による生産年齢人口の減少などから、本市の財政状況は将

来的に厳しさを増すことが予想され、市営交通を含む公共交通ネットワークをい

かに効率的かつ安定的に維持していくかが大きな課題となりました。 

このため、路面電車事業については、将来の市民負担を明確にしたうえで、「存

廃」を含めたあり方の検討を行うとの方向性を定め、様々な市民議論などを経て、

平成 17 年に札幌市として存続させることを決定しました。 

その後、平成 24 年には、まちづくりへの活用のあり方や経営の健全化に向けた

考え方などを取りまとめた「路面電車活用計画」を、平成 26 年には、この計画の

基本的方向性に沿った「札幌市交通事業経営計画」を策定し、経営の効率化や利

用者負担のあり方を見直すことで収支不足を解消し、健全な経営の確立を図るこ

ととしております。 

 つきましては、今後も見込まれる収支不足を解消し、経営基盤の安定化を図る

とともに、これからも路面電車が「市民の足」を守り、「ゆたかなくらし」と「ま

ちの発展」を支える重要な役割を果たしていくため、運賃水準の見直しなどによ

る適正な利用者負担について、貴審議会のご意見を承りたく諮問させていただき

ます。 
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氏　名 役　職　等 交通 水道氏　名 役　職　等 交通 水道氏　名 役　職　等 交通 水道氏　名 役　職　等 交通 水道 下水道下水道下水道下水道 病院病院病院病院

 足立　敬允 市民委員 足立　敬允 市民委員 足立　敬允 市民委員 足立　敬允 市民委員 ○ ○

 油矢　紗也香 一般社団法人札幌青年会議所副理事長 油矢　紗也香 一般社団法人札幌青年会議所副理事長 油矢　紗也香 一般社団法人札幌青年会議所副理事長 油矢　紗也香 一般社団法人札幌青年会議所副理事長 ○ ○

 大平　義隆 北海学園大学経営学部教授 大平　義隆 北海学園大学経営学部教授 大平　義隆 北海学園大学経営学部教授 大平　義隆 北海学園大学経営学部教授 ○ ○

 岡部　聡 北海道大学大学院工学研究院教授 岡部　聡 北海道大学大学院工学研究院教授 岡部　聡 北海道大学大学院工学研究院教授 岡部　聡 北海道大学大学院工学研究院教授 ○
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 川端　美樹 札幌市PTA協議会会長 川端　美樹 札幌市PTA協議会会長 川端　美樹 札幌市PTA協議会会長 川端　美樹 札幌市PTA協議会会長 ○ ○
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 笹川　貴美雄 市民委員 笹川　貴美雄 市民委員 笹川　貴美雄 市民委員 笹川　貴美雄 市民委員 ○ ○

 菅原　光宏 北海道経済連合会理事事務局長 菅原　光宏 北海道経済連合会理事事務局長 菅原　光宏 北海道経済連合会理事事務局長 菅原　光宏 北海道経済連合会理事事務局長 ○ ○

 杉山　洋勝 市民委員 杉山　洋勝 市民委員 杉山　洋勝 市民委員 杉山　洋勝 市民委員 ○ ○

 髙田　安春 市民委員 髙田　安春 市民委員 髙田　安春 市民委員 髙田　安春 市民委員 ○ ○

 高野　伸栄 北海道大学公共政策大学院教授 高野　伸栄 北海道大学公共政策大学院教授 高野　伸栄 北海道大学公共政策大学院教授 高野　伸栄 北海道大学公共政策大学院教授 ○

 高橋　結子 公益社団法人北海道看護協会専務理事 高橋　結子 公益社団法人北海道看護協会専務理事 高橋　結子 公益社団法人北海道看護協会専務理事 高橋　結子 公益社団法人北海道看護協会専務理事 ○

 田作　淳 市民委員 田作　淳 市民委員 田作　淳 市民委員 田作　淳 市民委員 ○ ○

 徳田　禎久 北海道病院協会理事長 徳田　禎久 北海道病院協会理事長 徳田　禎久 北海道病院協会理事長 徳田　禎久 北海道病院協会理事長 ○

 行方　幸代 一般社団法人札幌消費者協会理事 行方　幸代 一般社団法人札幌消費者協会理事 行方　幸代 一般社団法人札幌消費者協会理事 行方　幸代 一般社団法人札幌消費者協会理事 ○ ○

 早坂　浩司 株式会社北海道医療新聞社常務取締役 早坂　浩司 株式会社北海道医療新聞社常務取締役 早坂　浩司 株式会社北海道医療新聞社常務取締役 早坂　浩司 株式会社北海道医療新聞社常務取締役 ○

 平本　健太 北海道大学大学院経済学研究科教授 平本　健太 北海道大学大学院経済学研究科教授 平本　健太 北海道大学大学院経済学研究科教授 平本　健太 北海道大学大学院経済学研究科教授 ○ ○

 福迫　均 北海道中小企業団体中央会専務理事 福迫　均 北海道中小企業団体中央会専務理事 福迫　均 北海道中小企業団体中央会専務理事 福迫　均 北海道中小企業団体中央会専務理事 ○ ○

 松井　佳彦 北海道大学大学院工学研究院教授 松井　佳彦 北海道大学大学院工学研究院教授 松井　佳彦 北海道大学大学院工学研究院教授 松井　佳彦 北海道大学大学院工学研究院教授 ○

 森田　久芳 市民委員 森田　久芳 市民委員 森田　久芳 市民委員 森田　久芳 市民委員 ○ ○

 山本　裕子 北海学園大学工学部准教授 山本　裕子 北海学園大学工学部准教授 山本　裕子 北海学園大学工学部准教授 山本　裕子 北海学園大学工学部准教授 ○

 吉岡　孝修 吉岡　孝修 吉岡　孝修 吉岡　孝修 株式会社北海道新聞情報サービス代表取締役社長株式会社北海道新聞情報サービス代表取締役社長株式会社北海道新聞情報サービス代表取締役社長株式会社北海道新聞情報サービス代表取締役社長 ○ ○

 吉田　賢一 連合北海道札幌地区連合会事務局長 吉田　賢一 連合北海道札幌地区連合会事務局長 吉田　賢一 連合北海道札幌地区連合会事務局長 吉田　賢一 連合北海道札幌地区連合会事務局長 ○ ○

札幌市営企業調査審議会委員名簿札幌市営企業調査審議会委員名簿札幌市営企業調査審議会委員名簿札幌市営企業調査審議会委員名簿

（五十音順、敬称略）

以上２７名
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札幌市営企業調査審議会条例 

 

昭和 40 年 12 月 15 日 

条 例 第 ３ ２ 号 

 （設置） 

第１条 本市の公営企業（以下「公営企業」という。）に関する諸施策の運営に資するた

め、札幌市営企業調査審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 審議会は、公営企業に関し、市長の諮問に応じ、次の各号に掲げる事項につき調

査審議する。 

(1) 運営管理の方針に関すること 

(2) 財政に関すること  

(3) その他市長が必要と認める事項に関すること 

２ 審議会は、前項各号に掲げる事項に関し、自ら調査審議して市長に意見を申し出るこ

とができる。 

 （組織） 

第３条 審議会は、委員 30 人以内で組織する。 

２ 委員は、学識経験者その他市長が適当と認める者のうちから、市長が委嘱する。 

 （任期） 

第４条 委員の任期は２年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、

再任を妨げない。 

 （会長及び副会長） 

第５条 審議会に、会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 （部会） 

第６条 審議会に、必要に応じ部会を置くことができる。 

２ 部会所属の委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選によってこれを定める。 

 （会議） 

第７条 審議会は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

 （庶務） 

第８条 審議会の庶務は、総務局において処理する。 

 （補則） 

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 
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１ これまでの経緯

・市民アンケートの実施やフォーラムなど、様々な市民議論を経て、市民の意向や路面電車が持つ人や環境に優しい特性、まちづ

くりへの活用の可能性などを踏まえ、存続を決定した

H17.2 路面電車の存続が決定（市長表明）

・路面電車事業の経営基盤の強化やまちづくりへの活用を図るために路線を延伸すべきとの方針を定めた

H22.3 札幌市路面電車活用方針（札幌市）

・路線のループ化、新型低床車両の導入、既設線の機能向上等の具体的取組みと経営健全化への考え方を整理した

・経営の効率化や利用者負担のあり方（適正な運賃水準など）を見直すことで、収支不足を解消し、健全な経営を確立する

・新たな設備投資は、国の補助制度を有効に活用しながら、税負担により整備を進め、運行・維持管理の費用は乗車料金等で負担

する

H24.4 札幌市路面電車活用計画（ループ化編）（札幌市）

・路面電車事業を含めた現在の市営交通事業全体の経営計画

・札幌市路面電車活用計画（ループ化編）の目的達成に向け、この経営計画に基づき具体的取組を進めている

H26.6 札幌市交通事業経営計画（計画期間：H26～H30、札幌市交通局）

-1-

・昭和46年度以降、地下鉄の開業に伴う事業規模の縮小、沿線の集客施設の移転、少子高齢化による生産年齢人口の減少などによ

り、乗車人員は減少傾向で推移

・乗客の減少傾向が続き、収支の好転が見込まれず、企業経営的には危機的な状況に陥ることが予想され、市営交通を含む公共交

通ネットワークをいかに効率的かつ安定的に維持していくかが課題となった

・これらの課題を踏まえ、平成13年に「交通事業経営改革会議」を設置し、路面電車の存廃を含めた議論が進められた

～H13 存廃議論に至るまでの背景

・札幌市路面電車活用計画（ループ化編）の取組みを実施するための計画

・札幌市議会による決議を経て、国土交通大臣の認定を受けた

H25.4 札幌市軌道運送高度化実施計画（札幌市）



２　運賃

 (1) 現行電車運賃（抜粋）  (2) 過去の運賃改定概要

（単位：円）

 　(2) 現行電車料金（抜粋） （単位：円）
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普通運賃推移

(円)
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こども 150

大人 150
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普通車

種　　　　別 単 独 運 賃

乗 継 運 賃

(地下鉄１区)
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一

制

170

90
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90

50

（単位：円）

0

20

S56 S58 S60 S62 H1 H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21 H23 H25 H27

普通車

低床車

12,710

8,090

4,510

貸切

15,740

18,880

　

外

どサンこパス

土日祝･年末年始に大人１名

とこども１名が１日乗り放題

310

 

定

　

期

（

１

か

月

）

通勤 7,550

通学(大人) 5,250

通学(こども) 3,150

110 120 130 150 170 170

(20) (10) (10) (20) (20) (0)

通勤(1か月) 4,950 5,400 5,850 6,480 7,340 7,550

（改定額） (900) (450) (450) (630) (860) (210)

割引率 25% 25% 25% 28% 28% 28%

通学(1か月) 3,300 3,600 3,900 4,500 5,100 5,250

（改定額） (600) (300) (300) (600) (600) (150)

割引率 50% 50% 50% 50% 50% 50%

（改定額）

定期

運賃

平成26年

10月１日

普通運賃

昭和56年

11月６日

昭和59年

６月１日

昭和59年

12月１日

平成２年

３月３日

平成４年

４月１日
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(単位：百万円、税込）

27年度予算 28年度予算28年度予算28年度予算28年度予算

差　引

（28-27年度）

　●収益的収支　●収益的収支　●収益的収支　●収益的収支

営  業  収  入

(乗車料・広告料等） 1,229 1,273 44

営   業  支  出

(人件費・経費） 1,608 1,910 302

営  業  収　支

(本業による利益） △ 379 △ 637 △ 258

営 業 外 収 入

（補助金等） 232 411 179

営 業 外 支 出

(支払利息・消費税等） 68 54 △ 14

営 業 外 収 支

（本業以外による利益） 164 357 193

予　備　費

10 10 0

経 常 収 支

△ 225 △ 290 △ 65

△ 225 △ 290 △ 65

資 本 的 収 入

(企業債・補助金） 250 752 502

　●資本的収支　●資本的収支　●資本的収支　●資本的収支

資 本 的 支 出

(建設改良費等） 423 943 520

資本的収支差引

△ 173 △ 191 △ 18

75 208 133

△ 323 △ 273 50

765 442 △ 323

442 169 △ 273

※27年度予算は当初予算（繰越含まない）である。

　（過年度分資金過不足額は平成26年度決算額）

※28年度予算の過年度分資金過不足額欄は決算見込額である。

収益的収支

３　予算（平成28年度）の概要

項目

経

常

収

支

資

本

的

収

支

当年度分損益勘定

留　保　資　金　等

当年度資金過不足額

過年度分資金過不足額

　累 積 資 金 過 不 足 額

 （資       金       残）

企業債

272百万円

負担金

480百万円

　

△191百万円△191百万円△191百万円△191百万円

企業債

元金償還金

181百万円

収入合計収入合計収入合計収入合計

752752752752

百万円百万円百万円百万円

支出合計支出合計支出合計支出合計

943943943943

百万円百万円百万円百万円

建設改良費

752百万円

その他

10百万円

資本的資本的資本的資本的

収支差引収支差引収支差引収支差引

広

告

料

　

人件費

828百万円

収入合計収入合計収入合計収入合計

1,6841,6841,6841,684

百万円百万円百万円百万円

乗車料

1,198百万円

補

助

金

長期前受金

戻入

346百万円

支出合計支出合計支出合計支出合計

1,9741,9741,9741,974

百万円百万円百万円百万円

経費

594百万円

減価償却費

488百万円

企業債利息

13百万円

53百万円

その他

11百万円

土地物件賃貸料

12百万円

64百万円

その他

51百万円

収益的収益的収益的収益的

収支差引収支差引収支差引収支差引

△290百万円△290百万円△290百万円△290百万円
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４　業 務 量

２８年度予算

(A)

増　減

(A)-(B)=(D)

増減率(％)

(D)/(B)

増　減

(A)-(C)=(E)

増減率(％)

(E)/(C)

両 両 両 両 両

33 33 33 0 0.0 0 0.0

千Km 千Km 千Km 千Km 千Km

852 839 836 13 1.5 16 1.9

千人 千人 千人 千人 千人

8,361 8,356 8,289 5 0.1 72 0.9

人 人 人 人 人

22,907 22,831 22,647 76 0.3 260 1.1

在 籍 車 両 数

走　行　キ　ロ

輸

送

人

員

年　　 　間

一 日 平 均

区　　　分

２７　年　度 差　　引　　増　　減　　△

当初予算

          (B)

決算見込

          (C)

当 初 予 算 対 比 決 算 見 込 対 比
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５　主要事業（平成28年度）

（単位：千円）

平成28年度 平成27年度

予　算 (A) 予　算 (B)

建設改良事業      百万円

752,000 250,000 　 502,000

＜安全の確保＞

　車両車体・艤装改修等 125 200形車両の車体等の延命改良

＜快適なお客さまサービスの提供＞

企    業    債 272,000 164,000 　 108,000 　街路拡幅事業 241 既設線再整備

＜まちづくりへの貢献＞

　停留場バリアフリー化改修 240 既設停留場のバリアフリー化改修工事

負　　担　　金 480,000 86,000 　 394,000

＜その他＞

　その他改修等 146 軌道検測装置購入等

建 設 改 良 事 業

同

上

財

源

内

訳

項　　　　　　目

差　　引

事　　業　　の　　主　　な　　内　　容

(A)－(B)
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６　過去５年間の傾向

1046104610461046

1084108410841084

1128112811281128

1087108710871087

1174117411741174

1198119811981198

20.320.320.320.3

21.221.221.221.2

21.921.921.921.9

22.322.322.322.3

22.822.822.822.8
22.922.922.922.9

19

20

21

22

23

24

1000

1050

1100

1150

1200

1250

H23 H24 H25 H26 H27 H28

年間乗車料収入

１日平均乗車人員

(予算)(予算)

(3) 企業債（借入額・償還額・残高）

(1) １日平均乗車人員及び年間乗車料収入 (2) 経常収支と累積欠損金（税抜）

乗車料収入(百万円)
人員(千人)

(予算)

(4) 資金の状況

△ 36△ 36△ 36△ 36
△ 29△ 29△ 29△ 29

7 197 197 197 19

△ 234△ 234△ 234△ 234

△ 310△ 310△ 310△ 310

△ 400

△ 350

△ 300

△ 250

△ 200

△ 150

△ 100

△ 50

0

50

H23 H24 H25 H26 H27 H28

△471△73△79 △107 △565 △781

経常収支(百万円)

累積欠損金

(予算) (予算)
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603 603 603 603 

636 636 636 636 

758 758 758 758 765 765 765 765 

442 442 442 442 

169 169 169 169 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

H23 H24 H25 H26 H27 H28

177177177177

292292292292

218218218218

343343343343

164164164164

272272272272

96969696

116116116116
138138138138 153153153153 163163163163

181181181181

1205120512051205

1381138113811381

1460146014601460

1650165016501650 1651165116511651

1742174217421742

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

H23 H24 H25 H26 H27 H28

借入額

償還額

残高

(3) 企業債（借入額・償還額・残高）

(百万円)

(予算)

(4) 資金の状況

（百万円）

(予算)(予算) (予算)
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７　輸送人員の推移（一日平均）

52,137

33,534
35,000 

40,000 

45,000 

50,000 

55,000 

60,000 

人員[人]
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33,534

28,399

25,497 25,558

23,001

21,438

20,074

22,831 22,907

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27

(予算)

H28

(予算)

[年度]
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